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問１ 貴事業所では、事業活動に伴って発生するごみや資源物をどのように処理しています

か。それぞれの品目の処理方法を下記の選択肢から選んで、該当する番号を記入してくだ

さい。（n=369） 

第３章 事業活動により排出するごみについてのアンケート調査結果の分析 

 3.1 事業所から発生するごみ処理の実態について 

 

 

 

 

（単位：％） 

 

 

①
横
浜
市
の
家
庭
ご
み
（
燃
や
す
ご
み
）

の
収
集
に
出
し
て
い
る 

②
横
浜
市
の
資
源
物
の
収
集
に
出
し
て

い
る 

③
ご
み
の
収
集
運
搬
業
者
に
ご
み
と
し

て
出
し
て
い
る 

④
ご
み
の
収
集
運
搬
業
者
に
資
源
物
と

し
て
出
し
て
い
る 

⑤
リ
サ
イ
ク
ル
業
者
に
売
却
し
て
い
る 

⑥
処
理
費
用
を
支
払
っ
て
、
直
接
リ
サ
イ

ク
ル
業
者
に
資
源
化
を
依
頼
し
て
い
る 

⑦
企
業
内
、
企
業
グ
ル
ー
プ
内
で
リ
サ
イ

ク
ル
し
て
い
る 

⑧
納
入
業
者
（
販
売
者
）
が
回
収
し
て
い

る ⑨
本
社
（
本
店
）
に
任
せ
て
い
る
の
で
わ

か
ら
な
い 

⑩
建
物
の
管
理
会
社
に
任
せ
て
い
る
の

で
わ
か
ら
な
い 

⑪
発
生
し
な
い 

新聞 3.8  17.9  9.8  16.5  4.6  2.2  0.8  8.4  0.3  5.4  21.7  

雑誌 3.5  21.7  12.2  20.6  5.7  3.8  0.3  1.4  0.3  6.2  15.2  

ＯＡ用紙 6.8  12.7  26.8  19.5  4.1  6.5  1.1  0.0  0.5  6.5  6.2  

機密文書 5.7  6.8  19.2  11.7  2.7  14.1  1.1  0.3  2.4  5.4  17.3  

段ボール 3.5  23.0  13.6  29.5  5.1  4.1  0.8  1.6  0.5  7.3  4.1  

紙パック 6.5  15.2  19.5  11.4  1.9  3.3  0.8  0.3  0.3  6.5  22.0  

雑紙 11.4  14.1  29.0  19.0  3.0  5.7  0.3  0.0  0.5  7.0  2.2  

空き缶 3.5  26.8  12.7  19.5  1.4  4.3  0.3  6.0  0.3  7.6  9.2  

金属類 4.3  17.3  17.3  16.3  5.4  7.0  0.8  0.8  0.3  6.8  13.3  

空きびん 3.5  24.9  15.4  14.6  1.1  5.4  0.5  4.9  0.3  7.0  12.2  

陶磁器くず、ガラスくず 8.9  10.8  22.2  7.3  0.3  5.7  0.3  1.1  0.3  7.0  23.3  

ペットボトル 3.5  31.2  11.1  18.2  0.5  3.8  0.3  7.9  0.3  7.9  7.0  

プラスチック製品 6.2  26.0  26.8  11.4  0.3  6.0  0.0  0.8  0.3  8.1  6.0  

発泡スチロールやトレー 4.6  23.6  21.7  12.5  0.3  6.0  0.3  1.1  0.3  7.9  13.8  

古布 5.4  11.4  19.0  5.1  1.1  3.5  1.4  0.5  0.3  5.1  35.2  

木くず、剪定くず 8.4  2.2  15.7  3.3  0.0  6.5  0.0  0.5  0.3  4.3  44.2  

廃食用油 4.6  0.5  8.1  1.6  1.6  3.0  0.0  0.8  0.5  3.0  59.6  

廃機械油、潤滑油 2.7  0.5  8.1  0.3  1.9  5.1  0.0  1.1  0.5  3.0  58.5  

調理くず、食品加工くず 12.7  1.4  19.5  1.4  0.3  2.4  0.5  0.0  0.3  4.3  45.5  

食べ残し、廃棄食品 17.6  1.4  25.7  1.1  0.3  2.7  0.8  0.3  0.3  5.1  33.6  

一般ごみ 28.2  2.4  43.4  2.7  0.3  4.1  0.3  0.0  0.3  7.9  3.0  

 

品目別では、「雑誌」、「段ボール」、「空き缶」、「空きびん」、「ペットボトル」及び、「発泡スチロ

ールやトレー」は、「②横浜市の資源物の収集に出している」又は、「④ごみの収集運搬業者に資

源物として出している」が最も高く、「ＯＡ用紙」、「機密文書」、「雑紙」、「プラスチック製品」及

び、「一般ごみ」は、「③ごみの収集運搬業者にごみとして出している」が最も高い。  

品目 

処理方法 
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新聞（上位６位まで） 

 

 

 

  

21.7%

18.6%

18.8%

20.0%

0.0%

14.3%

0.0%

18.4%

0.0%

35.7%

30.0%

33.3%

20.0%

30.6%

23.6%

29.6%

19.2%

17.4%

11.1%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

発生しない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

17.9%

19.5%

18.8%

8.0%

0.0%

0.0%

0.0%

13.2%

0.0%

28.6%

26.0%

11.1%

26.7%

16.7%

24.1%

18.3%

9.6%

13.0%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

16.5%

17.8%

18.8%

12.0%

0.0%

0.0%

0.0%

15.8%

0.0%

7.1%

10.0%

44.4%

13.3%

22.2%

12.1%

18.3%

19.2%

17.4%

38.9%

0.0%

25.0%

0.0%

42.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者に資源物として出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

9.8%

6.8%

3.1%

20.0%

0.0%

14.3%

0.0%

5.3%

100.0%

7.1%

20.0%

11.1%

6.7%

2.8%

8.6%

4.2%

9.6%

21.7%

22.2%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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事業所形態別に比較すると、「横浜市の資源物の収集に出している」と回答した事業所は「学校、

学習施設」が 28.6％で最も高く、次いで「美容院・理容店」が 26.7％、「病院・医療機関」が 26.0％

と続いている。 

従業員数別では、「５人未」が 24.1％で最も多く、次いで「５～10人」が 18.3％、「20～29人」

が 13.0％と続いている。 

  

8.4%

5.9%

6.3%

4.0%

0.0%

14.3%

100.0%

18.4%

0.0%

7.1%

6.0%

0.0%

13.3%

13.9%

9.8%

5.6%

7.7%

8.7%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

納入業者（販売者）が回収している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

5.4%

9.3%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

4.0%

0.0%

0.0%

2.8%

3.4%

5.6%

11.5%

0.0%

5.6%

33.3%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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雑誌（上位６位まで） 

 

 

 

  

21.7%

17.8%

31.3%

12.0%

0.0%

14.3%

0.0%

10.5%

0.0%

42.9%

30.0%

11.1%

46.7%

22.2%

26.4%

25.4%

13.5%

13.0%

5.6%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

20.6%

22.0%

25.0%

12.0%

0.0%

0.0%

0.0%

23.7%

0.0%

7.1%

18.0%

33.3%

20.0%

30.6%

16.7%

21.1%

23.1%

21.7%

44.4%

0.0%

25.0%

0.0%

42.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者に資源物として出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

15.2%

16.9%

9.4%

16.0%

0.0%

28.6%

0.0%

21.1%

0.0%

21.4%

8.0%

33.3%

0.0%

22.2%

19.0%

14.1%

17.3%

4.3%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

発生しない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

12.2%

6.8%

6.3%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.9%

100.0%

7.1%

30.0%

22.2%

6.7%

8.3%

9.8%

11.3%

9.6%

34.8%

22.2%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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 事業所形態別に比較すると、「横浜市の資源物の収集に出している」と回答した事業所は、「美

容院・理容店」が 46.7％で最も高く、次いで「学校、学習施設」が 42.9％、「工場」が 31.3％と

続いている。 

 従業員数別では、「５人未」が 26.4％で最も高く、次いで「５～９人」が 25.4％、「100～199人」

が 25.0％という結果になった。 

  

6.2%

10.2%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

2.6%

0.0%

7.1%

6.0%

0.0%

0.0%

2.8%

3.4%

8.5%

13.5%

0.0%

5.6%

33.3%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

5.7%

6.8%

12.5%

8.0%

0.0%

14.3%

0.0%

7.9%

0.0%

7.1%

0.0%

0.0%

0.0%

2.8%

4.6%

5.6%

3.8%

8.7%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

57.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

リサイクル業者に売却している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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ＯＡ用紙（コピー用紙、電算用紙等）（上位６位まで） 

 

 

  

26.8%

19.5%

34.4%

24.0%

0.0%

14.3%

100.0%

21.1%

100.0%

21.4%

46.0%

33.3%

20.0%

25.0%

22.4%

26.8%

26.9%

43.5%

50.0%

66.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

19.5%

23.7%

31.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

21.1%

0.0%

21.4%

14.0%

44.4%

6.7%

27.8%

17.2%

18.3%

23.1%

17.4%

38.9%

0.0%

25.0%

0.0%

57.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者に資源物として出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

12.7%

14.4%

12.5%

12.0%

0.0%

14.3%

0.0%

5.3%

0.0%

28.6%

12.0%

11.1%

33.3%

5.6%

17.2%

11.3%

7.7%

8.7%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

6.8%

9.3%

0.0%

4.0%

0.0%

14.3%

0.0%

5.3%

0.0%

0.0%

6.0%

0.0%

6.7%

8.3%

8.0%

8.5%

5.8%

0.0%

0.0%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の家庭ごみ（燃やすごみ）の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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事業所形態別に比較すると、「ごみの収集運搬業者に資源物として出している」と回答した事業

所は、「倉庫」が 44.4％で最も高く、次いで「工場」が 31.3％、「オフィス」が 23.7％と続いている。 

 従業員数別では、「300 人以上」が 57.1％で最も高く、次いで「30～49 人」が 38.9％、「100～

199人」が 25.0％という結果になった。  

6.5%

9.3%

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.3%

0.0%

0.0%

4.0%

0.0%

6.7%

8.3%

3.4%

7.0%

11.5%

17.4%

5.6%

0.0%

25.0%

100.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

処理費用を支払って、直接リサイクル業者に資源化を依

頼している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

6.5%

11.0%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

6.0%

11.1%

0.0%

2.8%

4.6%

5.6%

17.3%

0.0%

5.6%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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機密文書（上位６位まで） 

   

  

  

19.2%

16.1%

25.0%

12.0%

0.0%

14.3%

0.0%

7.9%

100.0%

14.3%

30.0%

44.4%

13.3%

16.7%

14.4%

21.1%

17.3%

43.5%

38.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

17.3%

14.4%

21.9%

36.0%

0.0%

0.0%

0.0%

10.5%

0.0%

21.4%

12.0%

11.1%

26.7%

33.3%

28.2%

15.5%

5.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

発生しない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

14.1%

21.2%

18.8%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

10.5%

0.0%

7.1%

16.0%

0.0%

13.3%

8.3%

6.9%

11.3%

30.8%

21.7%

33.3%

0.0%

25.0%

100.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

処理費用を支払って、直接リサイクル業者に資源化を依

頼している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

11.7%

12.7%

28.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

15.8%

0.0%

7.1%

8.0%

22.2%

0.0%

16.7%

9.8%

14.1%

9.6%

13.0%

22.2%

0.0%

25.0%

0.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者に資源物として出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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 事業所形態別に比較すると、「発生しない」と回答した事業所は、「飲食店」が 36.0％で最も高

く、次いで「美容院・理容店」が 26.7％、「工場」が 21.9％という結果になった。 

 従業員数別では、「５人未」が 28.2％で最も高く、次いで「５～９人」が 15.5％、「300人以上」

が 14.3％という結果になった。 

  

6.8%

7.6%

3.1%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0%

2.6%

0.0%

14.3%

8.0%

11.1%

26.7%

5.6%

9.2%

7.0%

1.9%

4.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

6.8%

9.3%

0.0%

4.0%

0.0%

14.3%

0.0%

5.3%

0.0%

0.0%

6.0%

0.0%

6.7%

8.3%

8.0%

8.5%

5.8%

0.0%

0.0%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の家庭ごみ（燃やすごみ）の収集に出している
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段ボール（上位６位まで） 

  

  

  

29.5%

28.0%

43.8%

24.0%

0.0%

0.0%

100.0%

28.9%

0.0%

21.4%

24.0%

77.8%

20.0%

38.9%

23.6%

35.2%

30.8%

39.1%

55.6%

0.0%

25.0%

0.0%

42.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者に資源物として出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

23.0%

24.6%

18.8%

16.0%

0.0%

28.6%

0.0%

13.2%

0.0%

35.7%

32.0%

0.0%

46.7%

22.2%

28.7%

28.2%

13.5%

13.0%

5.6%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

13.6%

8.5%

15.6%

12.0%

0.0%

14.3%

0.0%

13.2%

50.0%

14.3%

32.0%

0.0%

6.7%

8.3%

11.5%

11.3%

17.3%

21.7%

22.2%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

7.3%

12.7%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

2.6%

0.0%

7.1%

6.0%

11.1%

0.0%

2.8%

4.6%

8.5%

17.3%

0.0%

5.6%

33.3%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数



134 

 

 

 

 全体をみると、「ごみの収集運搬業者に資源物として出している」、「横浜市の資源物の収集に

出している」の累積構成比が 50.0％を超えており、主に資源物として処理されていることが分

かった。 

 事業所形態別に比較すると、「横浜市の資源物の収集に出している」と回答した事業所は、「美

容院・理容店」が 46.7％で最も高く、次いで「学校、学習施設」が 35.7％、「病院・医療機関」が

32.0％という結果になった。 

 従業員数別では、「５人未」が 28.7％で最も高く、次いで「５～９人」が 28.2％、「100～199人」

が 25.0％という結果になった。 

  

5.1%

5.1%

6.3%

4.0%

0.0%

14.3%

0.0%

10.5%

50.0%

7.1%

0.0%

11.1%

0.0%

2.8%

4.0%

2.8%

3.8%

8.7%

5.6%

33.3%

0.0%

0.0%

57.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

リサイクル業者に売却している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

4.1%

4.2%

6.3%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.3%

0.0%

0.0%

2.0%

0.0%

6.7%

5.6%

2.9%

2.8%

7.7%

8.7%

5.6%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

処理費用を支払って、直接リサイクル業者に資源化を依

頼している

事
業
所
形
態

従
業
員
数



135 

 

紙パック（上位６位まで） 

 

 

  

22.0%

22.9%

28.1%

8.0%

0.0%

0.0%

0.0%

26.3%

0.0%

28.6%

22.0%

22.2%

13.3%

30.6%

23.6%

29.6%

17.3%

21.7%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

発生しない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

19.5%

12.7%

18.8%

28.0%

0.0%

0.0%

100.0%

13.2%

100.0%

14.3%

38.0%

44.4%

20.0%

13.9%

16.7%

18.3%

15.4%

39.1%

38.9%

33.3%

25.0%

0.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

15.2%

15.3%

15.6%

12.0%

0.0%

28.6%

0.0%

7.9%

0.0%

28.6%

20.0%

11.1%

20.0%

11.1%

19.5%

11.3%

13.5%

13.0%

0.0%

0.0%

25.0%

0.0%

14.3%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

11.4%

15.3%

15.6%

8.0%

0.0%

14.3%

0.0%

7.9%

0.0%

14.3%

8.0%

11.1%

0.0%

16.7%

8.0%

12.7%

15.4%

8.7%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者に資源物として出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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 事業所形態別に比較すると、「発生しない」と回答した事業所は、「学校、学習施設」が 28.6％

で最も高く、次いで「工場」が 28.1％、「物販店舗」が 26.3％と続いている。 

 従業員数別では、「５～９人」が 29.6％で最も高く、次いで「５人未」が 23.6％、「20～29人」

が 21.7％という結果になった。 

  

6.5%

9.3%

6.3%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.6%

0.0%

0.0%

2.0%

0.0%

20.0%

8.3%

8.6%

5.6%

3.8%

0.0%

5.6%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の家庭ごみ（燃やすごみ）の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

6.5%

11.0%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

6.0%

11.1%

0.0%

2.8%

4.6%

7.0%

13.5%

0.0%

5.6%

33.3%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数



137 

 

雑紙（メモ用紙、伝票、封筒、空き箱、シュレッダーくず等）（上位６位まで） 

 

 

  

29.0%

20.3%

34.4%

32.0%

0.0%

14.3%

100.0%

21.1%

100.0%

42.9%

52.0%

22.2%

26.7%

25.0%

23.6%

32.4%

30.8%

43.5%

61.1%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

19.0%

22.0%

37.5%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

18.4%

0.0%

7.1%

16.0%

55.6%

0.0%

22.2%

16.1%

19.7%

21.2%

26.1%

22.2%

0.0%

25.0%

0.0%

57.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者に資源物として出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

14.1%

15.3%

12.5%

12.0%

0.0%

14.3%

0.0%

7.9%

0.0%

14.3%

16.0%

11.1%

26.7%

13.9%

19.5%

14.1%

3.8%

8.7%

0.0%

33.3%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

11.4%

11.0%

3.1%

8.0%

0.0%

14.3%

0.0%

10.5%

0.0%

21.4%

6.0%

0.0%

26.7%

22.2%

16.7%

8.5%

5.8%

0.0%

11.1%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の家庭ごみ（燃やすごみ）の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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 事業所形態別に比較すると、「ごみの収集運搬業者に資源物として出している」と回答した事業

所は、「倉庫」が 55.6％で最も高く、次いで「工場」が 37.5％、「オフィス」が 22.0％と続いている。 

 従業員数別では、「300 人以上」が 57.1％で最も高く、次いで「20～29 人」が 26.1％、「100～

199人」が 25.0％と続いている。 

  

7.0%

11.9%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

2.6%

0.0%

7.1%

6.0%

11.1%

0.0%

2.8%

4.6%

7.0%

17.3%

0.0%

5.6%

33.3%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

5.7%

6.8%

9.4%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

10.5%

0.0%

0.0%

2.0%

0.0%

13.3%

2.8%

3.4%

5.6%

11.5%

13.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

処理費用を支払って、直接リサイクル業者に資源化を依

頼している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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ペットボトル（上位６位まで） 

 

 

 

  

31.2%

35.6%

31.3%

24.0%

0.0%

28.6%

0.0%

23.7%

0.0%

50.0%

34.0%

11.1%

46.7%

27.8%

42.5%

29.6%

19.2%

13.0%

11.1%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

18.2%

19.5%

15.6%

16.0%

0.0%

14.3%

100.0%

18.4%

0.0%

14.3%

16.0%

22.2%

20.0%

22.2%

10.3%

22.5%

30.8%

30.4%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者に資源物として出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

11.1%

7.6%

3.1%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.6%

50.0%

7.1%

22.0%

11.1%

6.7%

13.9%

7.5%

14.1%

9.6%

8.7%

27.8%

0.0%

25.0%

0.0%

14.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

7.9%

7.6%

21.9%

12.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.3%

50.0%

14.3%

2.0%

22.2%

0.0%

5.6%

5.2%

2.8%

5.8%

30.4%

16.7%

33.3%

50.0%

100.0%

14.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

納入業者（販売者）が回収している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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 事業所形態別に比較すると、「横浜市の資源物の収集に出している」と回答した事業所は、「学

校、学習施設」が 50.0％で最も高く、次いで「美容院・理容店」が 46.7％、「オフィス」が 35.6％

と続いている。 

 従業員数別では、「５人未」が 42.5％で最も高く、次いで「50～99人」が 33.3％、「５～９人」

が 29.6％という結果になった。 

  

7.9%

12.7%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

5.3%

0.0%

7.1%

6.0%

22.2%

0.0%

2.8%

5.7%

8.5%

17.3%

0.0%

5.6%

33.3%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

7.0%

2.5%

9.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

15.8%

0.0%

7.1%

16.0%

0.0%

6.7%

11.1%

9.8%

8.5%

1.9%

8.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.0%

0.0% 20.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

発生しない

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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プラスチック製品（弁当ガラ、ビニール袋等）（上位６位まで） 

 

 

 

  

26.8%

21.2%

31.3%

32.0%

0.0%

0.0%

100.0%

15.8%

100.0%

21.4%

36.0%

33.3%

6.7%

38.9%

19.5%

26.8%

28.8%

39.1%

66.7%

0.0%

25.0%

0.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

26.0%

29.7%

18.8%

20.0%

0.0%

28.6%

0.0%

21.1%

0.0%

50.0%

24.0%

11.1%

46.7%

27.8%

35.1%

22.5%

19.2%

13.0%

5.6%

66.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

11.4%

11.0%

9.4%

8.0%

0.0%

14.3%

0.0%

15.8%

0.0%

7.1%

14.0%

33.3%

20.0%

8.3%

7.5%

15.5%

17.3%

21.7%

11.1%

0.0%

25.0%

0.0%

14.3%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者に資源物として出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

8.1%

13.6%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

7.9%

0.0%

7.1%

6.0%

11.1%

0.0%

2.8%

5.2%

9.9%

17.3%

0.0%

5.6%

33.3%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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 事業所形態別に比較すると、「横浜市の資源物の収集に出している」と回答した事業所は、「学

校、学習施設」が 50.0％で最も高く、次いで「美容院・理容店」が 46.7％、「オフィス」が 29.7％

と続いている。 

 従業員数別では、「50～99人」が 66.7％で最も高く、次いで「５人未」が 35.1％、「５～９人」

が 22.5％という結果になった。 

  

6.2%

6.8%

6.3%

8.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.3%

0.0%

0.0%

4.0%

11.1%

13.3%

5.6%

7.5%

8.5%

3.8%

0.0%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の家庭ごみ（燃やすごみ）の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

6.0%

4.2%

25.0%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.9%

0.0%

7.1%

2.0%

0.0%

6.7%

2.8%

4.6%

2.8%

7.7%

13.0%

5.6%

0.0%

0.0%

100.0%

42.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

処理費用を支払って、直接リサイクル業者に資源化を依

頼している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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発泡スチロールや食品トレー（上位６位まで） 

 

 

 

  

23.6%

27.1%

25.0%

12.0%

0.0%

28.6%

0.0%

21.1%

0.0%

50.0%

18.0%

11.1%

40.0%

19.4%

32.2%

18.3%

17.3%

8.7%

5.6%

66.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

21.7%

17.8%

28.1%

16.0%

0.0%

0.0%

100.0%

13.2%

50.0%

14.3%

32.0%

22.2%

6.7%

33.3%

14.4%

22.5%

23.1%

39.1%

50.0%

0.0%

25.0%

0.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

13.8%

12.7%

9.4%

24.0%

0.0%

0.0%

0.0%

13.2%

50.0%

14.3%

20.0%

11.1%

13.3%

13.9%

19.0%

9.9%

13.5%

8.7%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

発生しない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

12.5%

11.9%

9.4%

12.0%

0.0%

14.3%

0.0%

10.5%

0.0%

7.1%

16.0%

33.3%

20.0%

11.1%

8.6%

16.9%

17.3%

21.7%

16.7%

0.0%

25.0%

0.0%

14.3%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者に資源物として出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数



144 

 

 

 

 事業所形態別に比較すると、「横浜市の資源物の収集に出している」と回答した事業所は、「学

校、学習施設」が 50.0％で最も高く、次いで「美容院・理容店」が 40.0％、「デパート、スーパ

ー」が 28.6％と続いている。 

 従業員数別では、「50～99 人」が 66.7％で最も高く、次いで「5 人未」が 32.2％、「５～９人」

が 18.3％という結果になった。 

 

  

7.9%

12.7%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

7.9%

0.0%

7.1%

6.0%

11.1%

0.0%

2.8%

4.6%

9.9%

17.3%

0.0%

5.6%

33.3%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

6.0%

5.1%

21.9%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.9%

0.0%

7.1%

2.0%

0.0%

6.7%

2.8%

4.6%

4.2%

5.8%

13.0%

5.6%

0.0%

0.0%

100.0%

42.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

処理費用を支払って、直接リサイクル業者に資源化を依

頼している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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調理くず、食品加工くず（上位６位まで） 

 

 

  

45.5%

57.6%

34.4%

8.0%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

50.0%

42.9%

60.0%

55.6%

33.3%

41.7%

51.1%

59.2%

36.5%

26.1%

38.9%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

発生しない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

19.5%

8.5%

34.4%

48.0%

0.0%

28.6%

100.0%

7.9%

50.0%

21.4%

20.0%

22.2%

13.3%

30.6%

10.9%

15.5%

23.1%

52.2%

44.4%

0.0%

50.0%

0.0%

57.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

12.7%

9.3%

6.3%

16.0%

0.0%

28.6%

0.0%

21.1%

0.0%

14.3%

10.0%

22.2%

26.7%

13.9%

17.8%

8.5%

13.5%

4.3%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の家庭ごみ（燃やすごみ）の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

4.3%

5.9%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

2.6%

0.0%

7.1%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.9%

5.6%

9.6%

0.0%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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 事業所形態別に比較すると、「発生しない」と回答した事業所は、「学校、学習施設」が 60.0％

で最も高く、次いで「オフィス」が 57.6％、「倉庫」が 55.6％と続いている。 

 従業員数別では、「５～９人」が 59.2％で最も高く、次いで「５人未」が 51.1％、「100～199人」

が 50.0％という結果になった。 

  

2.4%

3.4%

6.3%

8.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.7%

1.4%

5.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

14.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

処理費用を支払って、直接リサイクル業者に資源化を依

頼している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

1.4%

0.8%

3.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

2.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.6%

1.4%

0.0%

4.3%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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食べ残し（残飯）、売れ残り廃棄食品（上位６位まで） 

 

 

 

  

33.6%

39.0%

31.3%

8.0%

0.0%

14.3%

0.0%

42.1%

50.0%

35.7%

42.0%

11.1%

20.0%

36.1%

40.2%

40.8%

23.1%

13.0%

33.3%

0.0%

25.0%

0.0%

14.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

発生しない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

25.7%

14.4%

37.5%

44.0%

0.0%

28.6%

100.0%

18.4%

50.0%

28.6%

32.0%

55.6%

13.3%

33.3%

14.4%

26.8%

30.8%

65.2%

50.0%

0.0%

50.0%

0.0%

57.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者にごみとして出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

17.6%

18.6%

12.5%

16.0%

0.0%

14.3%

0.0%

18.4%

0.0%

14.3%

18.0%

22.2%

33.3%

19.4%

23.6%

16.9%

19.2%

0.0%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の家庭ごみ（燃やすごみ）の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

5.1%

7.6%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0%

2.6%

0.0%

7.1%

4.0%

11.1%

0.0%

0.0%

3.4%

5.6%

9.6%

0.0%

5.6%

33.3%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

建物の管理会社に任せているのでわからない

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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 事業所形態別に比較すると、「発生しない」と回答した事業所は、「映画館、劇場、娯楽施設等」

が 50.0％で最も高く、次いで「物販店舗」が 42.1％、「病院・医療機関」が 42.0％と続いている。 

 従業員数別では、「５～９人」が 40.8％で最も高く、次いで「５人未」が 40.2％、「30～49人」

が 33.3％という結果になった。 

  

2.7%

3.4%

3.1%

8.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

13.3%

0.0%

2.3%

1.4%

5.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

処理費用を支払って、直接リサイクル業者に資源化を依

頼している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

1.4%

1.7%

3.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

2.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

1.4%

0.0%

4.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0% 20.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市の資源物の収集に出している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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問２ 貴事業所では、ここ２～３年の間に、「一般ごみ（燃やすごみ）」の排出量は増えました

か、減りましたか。○はひとつ。（n=369） 

 3.2 ごみの排出量の増減について 

 

 

 

 

 全体集計では、「変わらない」が 64.2％で最も高く、次いで「減った」が 22.2％と続いている。 

事業所形態別に比較すると、「変わらない」と回答した事業所は、「工場」が 75.0％で最も高

く、次いで「病院・医療機関」が 74.0％、「オフィス」が 69.5％と続いている。 

  

5.7%

22.2%

64.2%

6.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

増えた(n=21)

減った(n=82)

変わらない(n=237)

わからない(n=24)

5.7%

5.9%

6.3%

0.0%

0.0%

14.3%

0.0%

10.5%

0.0%

7.1%

8.0%

0.0%

0.0%

2.8%

2.9%

5.6%

5.8%

17.4%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

28.6%

22.2%

17.8%

18.8%

52.0%

0.0%

14.3%

0.0%

28.9%

100.0%

14.3%

14.0%

22.2%

46.7%

16.7%

33.3%

9.9%

13.5%

4.3%

16.7%

0.0%

0.0%

0.0%

42.9%

64.2%

69.5%

75.0%

48.0%

0.0%

57.1%

0.0%

52.6%

0.0%

64.3%

74.0%

55.6%

53.3%

72.2%

58.0%

78.9%

71.2%

65.2%

61.1%

100.0%

100.0%

100.0%

28.6%

6.5%

5.1%

0.0%

0.0%

100.0%

14.3%

100.0%

7.9%

0.0%

14.3%

4.0%

22.2%

0.0%

8.3%

5.2%

4.2%

9.6%

13.0%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

増えた 減った 変わらない わからない
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経年変化 

 

 

 ごみの排出量を年度別に比較すると、「増えた」又は、「減った」と回答した事業所の比率は低

下しているが、「変わらない」と回答した事業所の比率は高くなっている。そのため、ごみの排出

量の変化が少なくなってきていることが分かる。 

  

6.8%

40.8%

42.4%

6.3%

6.0%

33.0%

46.9%

6.9%

5.7%

22.2%

64.2%

6.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

増えた(n=21)

減った(n=82)

変わらない

(n=237)

わからない

(n=24)

H21

H24

H28
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問３ 問２で１を選択した方におたずねします。増えた理由は何ですか。〇はいくつでも。

(N=21) 

 

 

 

 

 

全体集計では、「従業員が増えたから」が 47.6％で最も多く、次いで「生産、販売量など事業規

模が拡大・増加したから」が 33.3％と続いている。 

事業所、従業員数別に比較すると、「リサイクルせずにごみとして排出するようにしたから」と

回答したのは、「オフィス」、「10～19人」のみであった。 

  

33.3%

47.6%

0.0%

4.8%

0.0%

23.8%

4.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

生産、販売量など事業規模が拡

大・増加したから(n=7)

従業員が増えたから(n=10)

回収業者が資源物として回収しな

くなったから(n=0)

リサイクルせずにごみとして排出

するようにしたから(n=1)

ごみやリサイクルに関する専門部

署や担当者を設置していないから

(n=0)

その他(n=5)

わからない(n=1)

47.6%

57.1%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

75.0%

0.0%

0.0%

100.0%

40.0%

25.0%

0.0%

100.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=21)

オフィス(n=7)

工場(n=2)

飲食店(n=0)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=1)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=4)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=0)

学校、学習施設(n=1)

病院・医療機関(n=4)

倉庫(n=0)

美容院・理容店(n=0)

その他(n=1)

５人未(n=5)

５～９人(n=4)

10～19人(n=3)

20～29人(n=4)

30～49人(n=2)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=2)

従業員が増えたから

事
業
所
形
態

従
業
員
数

33.3%

28.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0%

100.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0%

60.0%

0.0%

66.7%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=21)

オフィス(n=7)

工場(n=2)

飲食店(n=0)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=1)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=4)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=0)

学校、学習施設(n=1)

病院・医療機関(n=4)

倉庫(n=0)

美容院・理容店(n=0)

その他(n=1)

５人未(n=5)

５～９人(n=4)

10～19人(n=3)

20～29人(n=4)

30～49人(n=2)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=2)

生産、販売量など事業規模が拡大・増加したから

事
業
所
形
態

従
業
員
数

4.8%

14.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=21)

オフィス(n=7)

工場(n=2)

飲食店(n=0)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=1)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=4)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=0)

学校、学習施設(n=1)

病院・医療機関(n=4)

倉庫(n=0)

美容院・理容店(n=0)

その他(n=1)

５人未(n=5)

５～９人(n=4)

10～19人(n=3)

20～29人(n=4)

30～49人(n=2)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=2)

リサイクルせずにごみとして排出するようにしたから

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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経年変化 

※過去の調査では「ごみやリサイクルに関する専門部署や担当者を設置していないから」の

選択肢がない。さらに、平成 21年度調査では「リサイクルせずにごみとして排出するよう

になったから」の選択肢がない。 

 

 

 ごみの排出量が増えた理由を年度別に比較すると、平成 21 年度、平成 24 年度は「生産、販売

量など事業規模が拡大・増加したから」が最も高かったが、平成 28年度では「従業員が増えたか

ら」が最も高い。 

  

46.8%

35.5%

3.2%

0.0%

0.0%

3.2%

22.6%

58.5%

33.8%

1.5%

12.3%

0.0%

12.3%

1.5%

33.3%

47.6%

0.0%

4.8%

0.0%

23.8%

4.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

生産、販売量など事業規模が拡大・

増加したから(n=7)

従業員が増えたから(n=10)

回収業者が資源物として回収しなく

なったから(n=0)

リサイクルせずにごみとして排出す

るようにしたから(n=1)

ごみやリサイクルに関する専門部署

や担当者を設置していないから(n=0)

その他(n=5)

わからない(n=1)

H21

H24

H28
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問４ 問２で２を選択した方におたずねします。減った理由は何ですか。〇はいくつでも。 

（N=82） 

 

 

 

 

 

 全体集計では、「生産・販売など事業規模が縮小・減少したから」が 62.2％で最も高く、次いで

「従業員が減ったから」が 25.6％、「分別してリサイクルするようにしたから」が 22.0％と続い

ている。 

 事業所形態別に比較すると、「従業員が減ったから」と回答した事業所は、「映画館、劇場、娯

楽施設等」、「学校、学習施設」、「倉庫」が同率で 50.0％となっている。  

62.2%

25.6%

13.4%

22.0%

1.2%

11.0%

8.5%

2.4%

0.0% 50.0% 100.0%

生産、販売量など事業規模が縮

小・減少したから(n=51)

従業員が減ったから(n=21)

回収業者が資源物として回収する

ようになったから(n=11)

分別してリサイクルするようにした

から(n=18)

ごみやリサイクルに関する専門部

署や担当者を設置したから(n=1)

従業員の教育を徹底したから

(n=9)

その他(n=7)

わからない(n=2)

62.2%

28.6%

50.0%

84.6%

0.0%

100.0%

0.0%

90.9%

100.0%

0.0%

85.7%

0.0%

71.4%

66.7%

74.1%

28.6%

28.6%

0.0%

66.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=82)

オフィス(n=21)

工場(n=6)

飲食店(n=13)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=1)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=11)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=2)

病院・医療機関(n=7)

倉庫(n=2)

美容院・理容店(n=7)

その他(n=6)

５人未(n=58)

５～９人(n=7)

10～19人(n=7)

20～29人(n=1)

30～49人(n=3)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=3)

生産、販売量など事業規模が縮小・減少したから

事
業
所
形
態

従
業
員
数

25.6%

28.6%

16.7%

15.4%

0.0%

0.0%

0.0%

18.2%

50.0%

50.0%

42.9%

50.0%

28.6%

0.0%

27.6%

28.6%

42.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=82)

オフィス(n=21)

工場(n=6)

飲食店(n=13)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=1)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=11)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=2)

病院・医療機関(n=7)

倉庫(n=2)

美容院・理容店(n=7)

その他(n=6)

５人未(n=58)

５～９人(n=7)

10～19人(n=7)

20～29人(n=1)

30～49人(n=3)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=3)

従業員が減ったから

事
業
所
形
態

従
業
員
数

22.0%

28.6%

33.3%

15.4%

0.0%

0.0%

0.0%

27.3%

0.0%

50.0%

14.3%

50.0%

0.0%

33.3%

19.0%

28.6%

14.3%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=82)

オフィス(n=21)

工場(n=6)

飲食店(n=13)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=1)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=11)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=2)

病院・医療機関(n=7)

倉庫(n=2)

美容院・理容店(n=7)

その他(n=6)

５人未(n=58)

５～９人(n=7)

10～19人(n=7)

20～29人(n=1)

30～49人(n=3)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=3)

分別してリサイクルするようにしたから

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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経年変化 

 

 

 ごみの排出量が減少した理由を年度別に比較すると、「生産、販売量など事業規模が縮小、減

少したから」及び、「従業員が減ったから」と回答した事業所の比率は増加の傾向にあり、「分別

してリサイクルするようにしたから」及び、「従業員の教育を徹底したから」の比率は低下の傾

向にある。 

 以上の比較結果から、ごみの減少の大きな理由が、事業規模の縮小であると分かる。 

  

46.4%

17.2%

18.0%

33.2%

1.1%

18.0%

8.0%

1.1%

51.5%

22.4%

13.2%

26.6%

0.6%

15.4%

9.0%

2.8%

62.2%

25.6%

13.4%

22.0%

1.2%

11.0%

8.5%

2.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

生産、販売量など事業規模が縮

小・減少したから(n=51)

従業員が減ったから(n=21)

回収業者が資源物として回収する

ようになったから(n=11)

分別してリサイクルするようにした

から(n=18)

ごみやリサイクルに関する専門部

署や担当者を設置したから(n=1)

従業員の教育を徹底したから(n=9)

その他(n=7)

わからない(n=2)

H21

H24

H28
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問５ 貴事業所は、ごみを処理する上で困っていることはありますか。〇はいくつでも。 

（n=369） 

 3.3 ごみ処理上の問題点や対処方法について 

 

 

 

 

 全体集計では、「特にない」が 69.9％となった。 

 事業所形態別に比較すると、「処理しにくいごみが増えてきた」と回答した事業所は、「倉庫」

が 22.2％で最も高く、次いで「学校、学習施設」が 14.3％、「工場」が 12.5％と続いている。 

  

3.3%

2.4%

3.3%

3.8%

2.4%

3.5%

6.5%

0.8%

3.8%

69.9%

0.0% 50.0% 100.0%

事業系ごみの出し方がわからない(n=12)

最近ごみ量が増えて、処理に掛かるコスト

が増えてきた(n=9)

ごみの収集運搬業者や処理業者の情報

がわからない(n=12)

処理しにくいごみが増えてきた(n=14)

リサイクルしたいが引き取ってくれる業者

がいない(n=9)

分別の仕方がわからない(n=13)

従業員に分別排出の意識が浸透しない

(n=24)

新しく店舗を構えるとき、ごみ処理につい

て質問や相談する所がわからない(n=3)

その他(n=14)

特にない(n=258)

69.9%

76.3%

75.0%

60.0%

100.0%

71.4%

0.0%

68.4%

50.0%

64.3%

76.0%

44.4%

60.0%

77.8%

75.3%

77.5%

67.3%

69.6%

55.6%

66.7%

75.0%

0.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

特にない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

6.5%

3.4%

9.4%

0.0%

0.0%

28.6%

100.0%

5.3%

0.0%

7.1%

4.0%

22.2%

0.0%

8.3%

1.1%

4.2%

7.7%

13.0%

22.2%

33.3%

0.0%

100.0%

42.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

従業員に分別排出の意識が浸透しない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

3.8%

1.7%

12.5%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

2.6%

0.0%

14.3%

0.0%

22.2%

0.0%

0.0%

2.3%

4.2%

7.7%

0.0%

0.0%

0.0%

25.0%

0.0%

14.3%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

処理しにくいごみが増えてきた

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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経年変化 

※平成 21年度調査では、「事業系ごみの出し方が分からない」の選択肢がない。 

 

 

年度別に比較すると、「特にない」以外の全ての項目が平成 21 年度調査を下回っているが、「特に

ない」が 22.8％上昇している。 

  

0.0%

20.0%

1.2%

15.2%

5.1%

7.5%

18.4%

5.4%

3.6%

47.1%

3.3%

5.8%

2.8%

3.1%

2.5%

3.4%

4.1%

1.1%

2.0%

69.3%

3.3%

2.4%

3.3%

3.8%

2.4%

3.5%

6.5%

0.8%

3.8%

69.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

事業系ごみの出し方がわからない(n=12)

最近ごみ量が増えて、処理に掛かるコス

トが増えてきた(n=9)

ごみの収集運搬業者や処理業者の情報

がわからない(n=12)

処理しにくいごみが増えてきた(n=14)

リサイクルしたいが引き取ってくれる業者

がいない(n=9)

分別の仕方がわからない(n=13)

従業員に分別排出の意識が浸透しない

(n=24)

新しく店舗を構えるとき、ごみ処理につい

て質問や相談する所がわからない(n=3)

その他(n=14)

特にない(n=258)

H21

H24

H28
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問６ ごみの分別や処分方法についてわからないとき、どのように対処していますか。 

〇はひとつ。（n=369） 

 

 

 

 

 単純集計では、「ごみの収集運搬業者に聞く」が 31.2％で最も高く、次いで「市から配られたパ

ンフレット等を見て調べる」が 21.7％、「市のホームページで調べる」が 16.5％と続いている。 

 事業所形態別では、「市から配られたパンフレット等を見て調べる」と回答した事業所は、「オ

フィス」が 27.1％で最も高く、次いで「物販店舗」が 26.3％、「飲食店」が 24.0％と続いている。 

  

7.3%

21.7%

16.5%

31.2%

4.1%

5.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

市役所、区役所または収集事務所に聞く(n=27)

市から配られたパンフレット等を見て調べる(n=80)

市のホームページで調べる(n=61)

ごみの収集運搬業者に聞く(n=115)

その他(n=15)

独自で判断している(n=19)

7.3%

7.6%

9.4%

8.0%

0.0%

28.6%

0.0%

2.6%

0.0%

0.0%

4.0%

0.0%

33.3%

8.3%

8.6%

4.2%

11.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

14.3%

21.7%

27.1%

12.5%

24.0%

0.0%

0.0%

0.0%

26.3%

0.0%

21.4%

22.0%

11.1%

6.7%

19.4%

30.5%

15.5%

17.3%

13.0%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

16.5%

18.6%

9.4%

8.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.3%

0.0%

28.6%

28.0%

22.2%

13.3%

16.7%

15.5%

25.4%

11.5%

8.7%

22.2%

33.3%

0.0%

0.0%

14.3%

31.2%

23.7%

53.1%

28.0%

100.0%

57.1%

100.0%

34.2%

100.0%

21.4%

30.0%

66.7%

26.7%

33.3%

20.7%

28.2%

42.3%

73.9%

61.1%

33.3%

75.0%

100.0%

28.6%

4.1%

5.9%

0.0%

4.0%

0.0%

14.3%

0.0%

7.9%

0.0%

0.0%

2.0%
0.0%

0.0%

2.8%

4.0%

5.6%

3.8%

0.0%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.1%

5.9%

3.1%

8.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.9%

0.0%

0.0%

2.0%

0.0%

0.0%

8.3%

6.3%

7.0%

1.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

市役所、区役所または収集事務所に聞く 市から配られたパンフレット等を見て調べる

市のホームページで調べる ごみの収集運搬業者に聞く

その他 独自で判断している
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経年変化 

※平成 21年度調査では、「独自で判断している」の選択肢がない。 

 

 ごみの分別や処理方法が分からないときの対処法を年度別で比較すると、平成 21年度では「市

から配られたパンフレット等を見て調べる」が 30.9％で最も高かったが、平成 24 年度、平成 28

年度では「ごみの収集運搬業者に聞く」がそれぞれ 32.9％、31.2％で最も高いという結果になっ

た。 

  

14.0%

30.9%

8.7%

24.4%

9.7%

0.0%

15.8%

12.3%

16.2%

32.9%

7.5%

11.8%

7.3%

21.7%

16.5%

31.2%

4.1%

5.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

市役所、区役所または収集事務所

に聞く(n=27)

市から配られたパンフレット等を見て

調べる(n=80)

市のホームページで調べる(n=61)

ごみの収集運搬業者に聞く(n=115)

その他(n=15)

独自で判断している(n=19)

H21

H24

H28
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問７ 問６で６を選択した方におたずねします。今後、どのような情報提供があればよいと思

いますか。〇はいくつでも。（N=19） 

 

 

 

 

 

 単純集計では、「パンフレット等を個別に配布してほしい」が 57.9％で最も高く、次いで「そ

の他」で 15.8％、「店舗の新規申請時に教えてほしい」が 10.5％となった。 

 事業所形態別に比較すると、「パンフレット等を個別に配布してほしい」と回答した事業所は、「病

院・医療機関」が 100.0％で最も高く、次いで「オフィス」が 85.7％、「物販店舗」が 66.7％と続いて

いる。  

57.9%

0.0%

10.5%

15.8%

0.0% 50.0% 100.0%

パンフレット等を個別に配布して

ほしい(n=11)

説明会等を開催してほしい(n=0)

店舗の新規申請時に教えてほし

い(n=2)

その他(n=3)

57.9%

85.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

66.7%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0%

66.7%

63.6%

60.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=19)

オフィス(n=7)

工場(n=1)

飲食店(n=2)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=0)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=3)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=0)

学校、学習施設(n=0)

病院・医療機関(n=1)

倉庫(n=0)

美容院・理容店(n=0)

その他(n=3)

５人未(n=11)

５～９人(n=5)

10～19人(n=1)

20～29人(n=0)

30～49人(n=0)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=0)

パンフレット等を個別に配布してほしい

事
業
所
形
態

従
業
員
数

15.8%

14.3%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

18.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=19)

オフィス(n=7)

工場(n=1)

飲食店(n=2)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=0)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=3)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=0)

学校、学習施設(n=0)

病院・医療機関(n=1)

倉庫(n=0)

美容院・理容店(n=0)

その他(n=3)

５人未(n=11)

５～９人(n=5)

10～19人(n=1)

20～29人(n=0)

30～49人(n=0)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=0)

その他

事
業
所
形
態

従
業
員
数

10.5%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

20.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=19)

オフィス(n=7)

工場(n=1)

飲食店(n=2)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=0)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=3)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=0)

学校、学習施設(n=0)

病院・医療機関(n=1)

倉庫(n=0)

美容院・理容店(n=0)

その他(n=3)

５人未(n=11)

５～９人(n=5)

10～19人(n=1)

20～29人(n=0)

30～49人(n=0)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=0)

店舗の新規申請時に教えてほしい

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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経年変化 

 

 

 行ってほしい情報提供を年度別に比較すると、「パンフレット等を個別に配布してほしい」が

平成 24年度では 85.2％だったが、平成 28年度では 57.9％となっている。 

  

85.2%

0.0%

0.0%

3.7%

57.9%

0.0%

10.5%

15.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

パンフレット等を個別に配布

してほしい(n=11)

説明会等を開催してほしい

(n=0)

店舗の新規申請時に教えて

ほしい(n=2)

その他(n=3)

H24

H28
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問８ 貴事業所では、ごみの減量・リサイクルに積極的に取り組んでいると思いますか。 

〇はひとつ。（n=369） 

 3.4 ごみの減量・リサイクルへの意識と取組状況について 

 

 

 

 

 全体集計では、「ある程度取り組んでいると思う」が 53.4％で最も高く、次いで「積極的に取り

組んでいると思う」が 16.5％、「あまり取り組んでいないと思う」が 16.0％となっている。 

 事業所形態別では、「積極的に取り組んでいると思う」と回答した事業所は、「デパート、スー

パー」が 57.1％で最も高く、次いで「倉庫」が 22.2％、「物販店舗」が 21.1％と続いている。 

  

16.5%

53.4%

16.0%

1.4%

4.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

積極的に取り組んでいると思う(n=61)

ある程度取り組んでいると思う(n=197)

あまり取り組んでいないと思う(n=59)

まったく取り組んでいないと思う(n=5)

わからない(n=18)

16.5%

16.9%

15.6%

16.0%

0.0%

57.1%

0.0%

21.1%

0.0%

7.1%

14.0%

22.2%

20.0%

13.9%

17.2%

8.5%

15.4%

26.1%

11.1%

0.0%

75.0%

0.0%

57.1%

53.4%

52.5%

71.9%

40.0%

0.0%

28.6%

0.0%

44.7%

100.0%

71.4%

54.0%

44.4%

60.0%

63.9%

52.9%

67.6%

51.9%

43.5%

55.6%

100.0%

25.0%

100.0%

42.9%

16.0%

17.8%

6.3%

24.0%

100.0%

14.3%

0.0%

15.8%

0.0%

14.3%

28.0%

11.1%

0.0%

2.8%
12.6%

14.1%

25.0%

21.7%

27.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.4%

0.8%

3.1%

4.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.6%

1.1%

1.4%

0.0%

4.3%

5.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

4.9%

4.2%

0.0%

8.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.3%

0.0%

0.0%

4.0%

11.1%

13.3%

8.3%

6.9%

2.8%

3.8%

4.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

積極的に取り組んでいると思う ある程度取り組んでいると思う あまり取り組んでいないと思う

まったく取り組んでいないと思う わからない
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経年変化 

 

 

 ごみの減量・リサイクルへの取組について年度別に比較すると、「積極的に取り組んでいると思

う」及び、「ある程度取り組んでいると思う」の比率は低下しているが、「あまり取り組んでいな

いと思う」の比率は高くなっている。 

 

  

23.4%

56.1%

10.6%

1.3%

4.3%

19.3%

55.3%

13.0%

1.4%

5.6%

16.5%

53.4%

16.0%

1.4%

4.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

積極的に取り組んでいると思う(n=61)

ある程度取り組んでいると思う(n=197)

あまり取り組んでいないと思う(n=59)

まったく取り組んでいないと思う(n=5)

わからない(n=18)

H21

H24

H28
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問９ 問８で１か２を選択した方におたずねします。ごみの減量・リサイクルに取り組んだき

っかけは何ですか。〇はいくつでも。（N=258） 

 

 

 

 

 

 全体集計では、「分別することで、ごみが減り、コスト削減になるから」が 53.9％で最も高く、

次いで「横浜市が積極的にごみの減量に取り組んでいるから」が 37.6％、「ごみの収集業者から提

案があったから」が 8.5％と続いている。 

事業所形態別では、「分別することで、ごみが減り、コスト削減になるから」と回答した事業

所は、「倉庫」が 83.8％で最も高く、次いで「学校、学習施設」で 72.7％という結果になった。  

37.6%

0.8%

8.5%

53.9%

1.6%

2.7%

4.7%

5.4%

3.9%

10.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

横浜市が積極的にごみの減量に取り組

んでいるから(n=97)

横浜市から直接指導を受けたから(n=2)

ごみの収集運搬業者から提案があった

から(n=22)

分別することで、ごみが減り、コスト削減

になるから(n=139)

ごみやリサイクルに関する専門部署や

担当者を設置したから(n=4)

取引先から要請があったから(n=7)

イメージアップのため(n=12)

ISO14001やエコアクション21の認証を取

得した、またはしたいから(n=14)

ＣＳＲの取組に位置づけられているから

(n=10)

その他(n=28)

53.9%

46.3%

57.1%

42.9%

0.0%

33.3%

0.0%

60.0%

0.0%

72.7%

70.6%

83.3%

33.3%

50.0%

48.4%

55.6%

65.7%

50.0%

58.3%

66.7%

75.0%

0.0%

71.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=258)

オフィス(n=82)

工場(n=28)

飲食店(n=14)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=6)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=25)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=11)

病院・医療機関(n=34)

倉庫(n=6)

美容院・理容店(n=12)

その他(n=28)

５人未(n=122)

５～９人(n=54)

10～19人(n=35)

20～29人(n=16)

30～49人(n=12)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

分別することで、ごみが減り、コスト削減になるから

事
業
所
形
態

従
業
員
数

37.6%

31.7%

28.6%

42.9%

0.0%

33.3%

0.0%

32.0%

50.0%

36.4%

41.2%

0.0%

66.7%

64.3%

50.0%

31.5%

25.7%

18.8%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=258)

オフィス(n=82)

工場(n=28)

飲食店(n=14)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=6)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=25)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=11)

病院・医療機関(n=34)

倉庫(n=6)

美容院・理容店(n=12)

その他(n=28)

５人未(n=122)

５～９人(n=54)

10～19人(n=35)

20～29人(n=16)

30～49人(n=12)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

横浜市が積極的にごみの減量に取り組んでいるから

事
業
所
形
態

従
業
員
数

8.5%

12.2%

3.6%

7.1%

0.0%

0.0%

0.0%

12.0%

50.0%

0.0%

5.9%

16.7%

8.3%

7.1%

9.0%

7.4%

8.6%

18.8%

8.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=258)

オフィス(n=82)

工場(n=28)

飲食店(n=14)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=6)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=25)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=11)

病院・医療機関(n=34)

倉庫(n=6)

美容院・理容店(n=12)

その他(n=28)

５人未(n=122)

５～９人(n=54)

10～19人(n=35)

20～29人(n=16)

30～49人(n=12)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみの収集運搬業者から提案があったから

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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経年変化 

※過去の調査では、「ごみやリサイクルに関する専門部署や担当者を設置したから」、「取引先

から要請があったから」、「イメージアップのため」の選択肢がない。さらに、平成 21年度

調査では「ごみの収集運搬業者から提案があったから」の選択肢がない。 

 

 

 年度別に比較すると、「横浜市が積極的にごみの減量に取り組んでいるから」、「ＣＳＲの取組に

位置づけられているから」の比率は低下しているが、「分別することで、ごみが減り、コスト削減

になるから」の比率は高くなっている。 

  

53.2%

2.9%

0.0%

31.8%

0.0%

0.0%

0.0%

6.5%

34.4%

8.3%

37.3%

2.2%

9.8%

43.7%

0.0%

0.0%

0.0%

5.6%

24.3%

7.1%

37.6%

0.8%

8.5%

53.9%

1.6%

2.7%

4.7%

5.4%

3.9%

10.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

横浜市が積極的にごみの減量に取り組んでいるから

(n=97)

横浜市から直接指導を受けたから(n=2)

ごみの収集運搬業者から提案があったから(n=22)

分別することで、ごみが減り、コスト削減になるから

(n=139)

ごみやリサイクルに関する専門部署や担当者を設置

したから(n=4)

取引先から要請があったから(n=7)

イメージアップのため(n=12)

ISO14001やエコアクション21の認証を取得した、また

はしたいから(n=14)

ＣＳＲの取組に位置づけられているから(n=10)

その他(n=28)

H21

H24

H28



165 

 

問 10 問８で３か４を選択した方におたずねします。ごみの減量・リサイクルに積極的に取

り組んでいない理由は何ですか。〇はいくつでも。（N=64） 

 

 

 

 

 

 全体集計では、「ごみの発生量が少ないから」が 43.8％で最も高く、次いで「ごみやリサイク

ルに関する担当部署や担当者を設置していないから」が 18.8％、「回収業者から情報提供がない

から」が 17.2％と続いている。 

 事業所形態別に比較すると、「ごみの発生量が少ないから」と回答した事業所は、「オフィス」

が 68.2％で最も高く、次いで「物販店舗」、「学校、学習施設」が同率で 50.0％と続いている。  

6.3%

18.8%

17.2%

6.3%

14.1%

43.8%

7.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

ごみの分別がわからないから

(n=4)

ごみやリサイクルに関する専門部

署や担当者を設置していないから

(n=12)

回収業者から情報提供がないか

ら(n=11)

分別することで、コストが新たに増

えるから(n=4)

分別の手間をかけたくないから

(n=9)

ごみの発生量が少ないから(n=28)

その他(n=5)

43.8%

68.2%

33.3%

28.6%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

0.0%

50.0%

35.7%

0.0%

0.0%

33.3%

58.3%

36.4%

38.5%

33.3%

50.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体(n=64)

オフィス(n=22)

工場(n=3)

飲食店(n=7)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=1)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=6)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=0)

学校、学習施設(n=2)

病院・医療機関(n=14)

倉庫(n=1)

美容院・理容店(n=0)

その他(n=3)

５人未(n=24)

５～９人(n=11)

10～19人(n=13)

20～29人(n=6)

30～49人(n=6)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=0)

ごみの発生量が少ないから

事
業
所
形
態

従
業
員
数

18.8%

9.1%

33.3%

28.6%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

28.6%

0.0%

0.0%

0.0%

8.3%

9.1%

30.8%

16.7%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=64)

オフィス(n=22)

工場(n=3)

飲食店(n=7)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=1)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=6)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=0)

学校、学習施設(n=2)

病院・医療機関(n=14)

倉庫(n=1)

美容院・理容店(n=0)

その他(n=3)

５人未(n=24)

５～９人(n=11)

10～19人(n=13)

20～29人(n=6)

30～49人(n=6)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=0)

ごみやリサイクルに関する専門部署や担当者を設置して

いないから

事
業
所
形
態

従
業
員
数

17.2%

4.5%

33.3%

14.3%

100.0%

0.0%

0.0%

16.7%

0.0%

0.0%

21.4%

0.0%

0.0%

0.0%

12.5%

18.2%

15.4%

16.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=64)

オフィス(n=22)

工場(n=3)

飲食店(n=7)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=1)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=6)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=0)

学校、学習施設(n=2)

病院・医療機関(n=14)

倉庫(n=1)

美容院・理容店(n=0)

その他(n=3)

５人未(n=24)

５～９人(n=11)

10～19人(n=13)

20～29人(n=6)

30～49人(n=6)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=0)

300人以上(n=0)

回収業者から情報提供がないから

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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経年変化 

※過去の調査では、「ごみやリサイクルに関する専門部署や担当者を設置していないから」の 

選択肢がない。また、平成 21年度の調査では「ごみの分別が分からないから」、「分別する

ことで、コストが新たに増えるから」の選択肢がない。 

 

 

 年度別に比較すると、いずれの年度でも「ごみの発生量が少ないから」が最も高い。また、「回

収業者から情報提供がないから」、「分別の手間をかけたくないから」の比率は低下している。 

 ごみの減量・リサイクルに積極的に取り組む事業所が減少傾向にある要因には、事業規模の縮

小や従業員数の減少により、分別するためのコストや、人員を配置できないこともあると考えら

れる。 

  

0.0%

0.0%

0.0%

10.1%

22.9%

48.6%

20.2%

7.1%

0.0%

20.5%

10.3%

19.2%

50.6%

15.4%

6.3%

18.8%

17.2%

6.3%

14.1%

43.8%

7.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

ごみの分別がわからないから(n=4)

ごみやリサイクルに関する専門部署や担

当者を設置していないから(n=12)

回収業者から情報提供がないから(n=11)

分別することで、コストが新たに増えるから

(n=4)

分別の手間をかけたくないから(n=9)

ごみの発生量が少ないから(n=28)

その他(n=5)

H21

H24

H28
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問 11 貴事業所では、ごみの減量を進めるためには、どのようなことに取り組む必要がある

と思いますか。〇はいくつでも。（n=369） 

 

 

 

 

 

 全体集計では、「従業員に対する教育を徹底する」が 36.0％で最も高く、次いで「事業所内の

分別ルールや処理方法を見直す」が 32.5％、「ごみになるようなものを事業所に持ち込まないよ

うにする」が 22.0％と続いている。 

 従業員数別に比較すると、「従業員に対する教育を徹底する」と回答した事業所は、「50～99

人」、「100～199人」、「200～299人」が同率で 100％、「300人以上」が 85.7％となり、従業員数

が多いほど教育を徹底する必要があると考えていることが分かる。  

32.5%

36.0%

11.7%

3.3%

22.0%

3.0%

3.5%

21.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

事業所内の分別ルールや処理方法を見

直す(n=120)

従業員に対する教育を徹底する(n=133)

ごみの減量・リサイクルなどを経営方針

として位置づける(n=43)

ごみやリサイクルに関する専門部署や

担当者を設置する(n=12)

ごみになるものを事業所に持ち込まない

ようにする(n=81)

近隣の事業所と共同して回収ルートを

構築する(n=11)

その他(n=13)

取り組むべきことはすべて行っており、こ

れ以上ごみは減らない(n=79)

36.0%

37.3%

56.3%

12.0%

0.0%

85.7%

0.0%

26.3%

50.0%

57.1%

28.0%

66.7%

6.7%

33.3%

21.8%

31.0%

53.8%

65.2%

66.7%

100.0%

100.0%

100.0%

85.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

従業員に対する教育を徹底する

事
業
所
形
態

従
業
員
数

32.5%

26.3%

40.6%

28.0%

0.0%

14.3%

0.0%

21.1%

50.0%

57.1%

42.0%

55.6%

26.7%

38.9%

23.6%

33.8%

42.3%

43.5%

55.6%

0.0%

75.0%

0.0%

71.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

事業所内の分別ルールや処理方法を見直す

事
業
所
形
態

従
業
員
数

22.0%

26.3%

18.8%

16.0%

0.0%

14.3%

0.0%

21.1%

0.0%

28.6%

24.0%

11.1%

6.7%

27.8%

23.6%

16.9%

23.1%

17.4%

44.4%

0.0%

0.0%

0.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

ごみになるものを事業所に持ち込まないようにする

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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問 12 貴事業所が製造する製品や販売する商品の包装を簡易にしたり、使い捨てになるもの

（例：割り箸、おしぼり、紙ナプキン等）の提供をやめるなどの、ごみの発生抑制につな

がる取組を行っていますか。〇はひとつ。（n=369） 

 3.5 商品やサービスに対するごみの発生抑制の取組について 

 

 

 

 

 

 

 全体集計では、「行っていない」が 32.5％、「行っている」が 30.4％という結果になった。 

 事業所形態別に比較すると、「行っている」と回答した事業所は、「ホテル・旅館」が 100.0％で

最も高く、次いで「デパート、スーパー」が 57.1％、「映画館、劇場、娯楽施設等」が 50.0％と

続いている。 

 

  

30.4%

32.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

行っている(n=112)

行っていない(n=120)

30.4%

26.3%

25.0%

28.0%

100.0%

57.1%

0.0%

31.6%

50.0%

42.9%

36.0%

22.2%

46.7%

36.1%

30.5%

29.6%

28.8%

30.4%

33.3%

33.3%

100.0%

0.0%

42.9%

32.5%

22.9%

59.4%

64.0%

0.0%

42.9%

0.0%

34.2%

50.0%

7.1%

36.0%

44.4%

6.7%

30.6%

30.5%

35.2%

38.5%

34.8%

44.4%

0.0%

0.0%

100.0%

28.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

行っている 行っていない
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経年変化 

 

 

ごみの発生抑制につながる取組を年度別に比較すると、「行っている」と回答した事業所は減少

しており、「行っていない」と回答した事業所の比率は増加している。 

  

42.0%

31.9%

30.4%

32.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

行っている(n=112)

行っていない(n=120)

H24
H28
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問 13 問 12で２を選択した方におたずねします。ごみの発生抑制につながる取組をやめるに

あたっての課題は何ですか。〇はいくつでも。（N=120） 

 

 

 

 

 

 全体集計では、「衛生上の問題から使い捨て商品を使用せざるを得ない」、「梱包材等は運搬や

輸送に欠くことはできない」が同率で 27.5％となっており、次いで「サービスの一環であり、

お客様が離れることが想定されるため、やめられない」が 13.3％と続いている。 

 事業所形態別に比較すると、「衛生上の問題から使い捨て商品を使用せざるを得ない」と回答

した事業所は「学校、学習施設」、「美容院・理容店」が同率で 100.0％となっており、次いで

「飲食店」が 75.0％と続いている。  

13.3%

27.5%

27.5%

6.7%

10.0%

5.8%

2.5%

29.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

サービスの一環であり、お客様が離れる

ことが想定されるため、やめられない

(n=16)

衛生上の問題から使い捨て製品を使用

せざるを得ない(n=33)

梱包材等は運搬や輸送に欠くことはでき

ない(n=33)

使い捨て商品のほうがコストが安い

(n=8)

製造段階で、すでに必要以上に包装さ

れている(n=12)

商品のイメージを維持するうえで、簡易

包装はできない(n=7)

自社のイメージを維持するうえで、簡易

包装や使い捨てになるものの提供は中

止できない(n=3)

その他(n=35)

27.5%

0.0%

10.5%

75.0%

0.0%

0.0%

0.0%

23.1%

0.0%

100.0%

55.6%

25.0%

100.0%

9.1%

30.2%

20.0%

40.0%

25.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=120)

オフィス(n=27)

工場(n=19)

飲食店(n=16)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=3)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=13)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=1)

学校、学習施設(n=1)

病院・医療機関(n=18)

倉庫(n=4)

美容院・理容店(n=1)

その他(n=11)

５人未(n=53)

５～９人(n=25)

10～19人(n=20)

20～29人(n=8)

30～49人(n=8)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=1)

300人以上(n=2)

衛生上の問題から使い捨て製品を使用せざるを得ない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

27.5%

37.0%

47.4%

6.3%

0.0%

66.7%

0.0%

53.8%

0.0%

0.0%

5.6%

25.0%

0.0%

18.2%

18.9%

40.0%

35.0%

37.5%

25.0%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=120)

オフィス(n=27)

工場(n=19)

飲食店(n=16)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=3)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=13)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=1)

学校、学習施設(n=1)

病院・医療機関(n=18)

倉庫(n=4)

美容院・理容店(n=1)

その他(n=11)

５人未(n=53)

５～９人(n=25)

10～19人(n=20)

20～29人(n=8)

30～49人(n=8)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=1)

300人以上(n=2)

梱包材等は運搬や輸送に欠くことはできない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

13.3%

0.0%

0.0%

43.8%

0.0%

33.3%

0.0%

23.1%

100.0%

0.0%

5.6%

0.0%

100.0%

0.0%

13.2%

8.0%

15.0%

25.0%

12.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=120)

オフィス(n=27)

工場(n=19)

飲食店(n=16)

ホテル・旅館(n=0)

デパート、スーパー(n=3)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=13)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=1)

学校、学習施設(n=1)

病院・医療機関(n=18)

倉庫(n=4)

美容院・理容店(n=1)

その他(n=11)

５人未(n=53)

５～９人(n=25)

10～19人(n=20)

20～29人(n=8)

30～49人(n=8)

50～99人(n=0)

100～199人(n=0)

200～299人(n=1)

300人以上(n=2)

サービスの一環であり、お客様が離れることが想定される

ため、やめられない

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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経年変化 

※平成 21 年度調査では、「サービスの一環であり、お客様が離れることが想定されるため、

やめられない」、「使い捨て商品のほうがコストが安い」の選択肢がない。 

 

 

 年度別に比較すると、「サービスの一環であり、お客様が離れることが想定されるため、やめら

れない」、「衛生上の問題から使い捨て製品を使用せざるを得ない」の比率は低下しており、「梱包

材等は運搬や輸送に欠くことはできない」、「製造段階で、すでに必要以上に包装されている」の

比率は高くなっている。 

  

0.0%

16.8%

9.0%

0.0%

5.7%

3.7%

2.2%

2.0%

21.4%

31.0%

20.3%

4.9%

8.1%

3.5%

2.9%

28.4%

13.3%

27.5%

27.5%

6.7%

10.0%

5.8%

2.5%

29.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

サービスの一環であり、お客様が離れることが想

定されるため、やめられない(n=16)

衛生上の問題から使い捨て製品を使用せざるを

得ない(n=33)

梱包材等は運搬や輸送に欠くことはできない

(n=33)

使い捨て商品のほうがコストが安い(n=8)

製造段階で、すでに必要以上に包装されている

(n=12)

商品のイメージを維持するうえで、簡易包装はで

きない(n=7)

自社のイメージを維持するうえで、簡易包装や使

い捨てになるものの提供は中止できない(n=3)

その他(n=35)

H21

H24

H28
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問 14 貴事業所では、生ごみは何が出ますか。〇はいくつでも。（n=369） 

 3.6 生ごみの削減について 

 

 

 

 

 単純集計では、「従業員が飲食する弁当や茶葉等の残さ」が 48.8％で最も高く、次いで「生ご

みは出ない」が 24.9％、「調理くず」が 16.5％と続いている。 

 事業所形態別に比較すると、「従業員が飲食する弁当や茶葉等の残さ」と回答した事業所は、

「ホテル・旅館」、「映画館、劇場、娯楽施設等」、「倉庫」が同率で 100.0％となった。  

48.8%

6.5%

16.5%

3.5%

24.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

従業員が飲食する弁当や茶葉等

の残さ(n=180)

商品の売れ残り(n=24)

調理くず(n=61)

その他(n=13)

生ごみは出ない(n=92)

48.8%

60.2%

59.4%

8.0%

100.0%

57.1%

0.0%

34.2%

100.0%

57.1%

58.0%

100.0%

40.0%

30.6%

38.5%

57.7%

53.8%

69.6%

66.7%

33.3%

75.0%

100.0%

85.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

従業員が飲食する弁当や茶葉等の残さ

事
業
所
形
態

従
業
員
数

24.9%

28.0%

18.8%

8.0%

0.0%

0.0%

0.0%

34.2%

0.0%

7.1%

30.0%

0.0%

33.3%

36.1%

32.8%

25.4%

19.2%

8.7%

11.1%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

生ごみは出ない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

16.5%

1.7%

21.9%

88.0%

100.0%

57.1%

0.0%

13.2%

0.0%

28.6%

4.0%

11.1%

13.3%

25.0%

12.6%

4.2%

23.1%

39.1%

33.3%

0.0%

50.0%

100.0%

71.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=369)

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

調理くず

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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経年変化 

 

 

 発生する生ごみについて、年度別に比較したところ、回答に大きな差は見られなかった。 

  

48.1%

7.3%

15.5%

4.5%

27.2%

48.8%

6.5%

16.5%

3.5%

24.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

従業員が飲食する弁当や茶葉等の残さ

(n=180)

商品の売れ残り(n=24)

調理くず(n=61)

その他(n=13)

生ごみは出ない(n=92)

H24

H28
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問 15 問 14で１～４を選択した方におたずねします。排出する生ごみについて、減量・資源

化するために工夫していることはありますか。〇はいくつでも。（N=230） 

 

 

 

 

 

 全体集計では、「生ごみの水切りを実施している」が 52.6％で最も高く、次いで「特に何もし

ていない」が 32.6％、「業者に依頼して、資源化している」が 9.6％と続いている。 

 事業所形態別に比較すると、「生ごみの水切りを実施している」と回答した事業所は、「学校、

学習施設」が 70.0％で最も高く、次いで「美容院・理容店」で 66.7％、「デパート、スーパー」

で 57.1％という結果になった。  

52.6%

2.6%

9.6%

4.3%

32.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

生ごみの水切りを実施している

(n=121)

自分の事業所で、資源化（堆肥

化、飼料化やエネルギー利用等）

している(n=6)

業者に依頼して、資源化している

(n=22)

その他(n=10)

特に何もしていない(n=75)

53.0%

56.3%

47.8%

56.5%

0.0%

57.1%

0.0%

52.6%

0.0%

70.0%

51.6%

0.0%

66.7%

65.0%

55.6%

52.2%

47.5%

40.0%

60.0%

100.0%

50.0%

0.0%

85.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=230)

オフィス(n=71)

工場(n=23)

飲食店(n=23)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=19)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=10)

病院・医療機関(n=31)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=6)

その他(n=20)

５人未(n=90)

５～９人(n=46)

10～19人(n=40)

20～29人(n=20)

30～49人(n=15)

50～99人(n=1)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

生ごみの水切りを実施している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

34.8%

38.0%

34.8%

13.0%

0.0%

28.6%

0.0%

31.6%

100.0%

20.0%

32.3%

66.7%

16.7%

20.0%

32.2%

34.8%

35.0%

35.0%

33.3%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=230)

オフィス(n=71)

工場(n=23)

飲食店(n=23)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=19)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=10)

病院・医療機関(n=31)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=6)

その他(n=20)

５人未(n=90)

５～９人(n=46)

10～19人(n=40)

20～29人(n=20)

30～49人(n=15)

50～99人(n=1)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

特に何もしていない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

9.6%

4.2%

8.7%

21.7%

100.0%

28.6%

0.0%

15.8%

0.0%

0.0%

3.2%

11.1%

16.7%

10.0%

3.3%

8.7%

17.5%

20.0%

0.0%

0.0%

25.0%

100.0%

28.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=230)

オフィス(n=71)

工場(n=23)

飲食店(n=23)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=0)

物販店舗(n=19)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=10)

病院・医療機関(n=31)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=6)

その他(n=20)

５人未(n=90)

５～９人(n=46)

10～19人(n=40)

20～29人(n=20)

30～49人(n=15)

50～99人(n=1)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

業者に依頼して、資源化している

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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経年変化 

 

 

生ごみを減量・資源化するために行っている工夫を年度別に比較すると、「生ごみの水切りを実

施している」、「自分の事業所で、資源化（堆肥化、飼料化やエネルギー利用等）している」、「業者

に依頼して、資源化している」の比率は低下しているが、「特に何もしていない」の比率は高くな

っている。 

 以上の比較結果から、ごみ減量の取組を促進させるため、事業所向けの啓発活動に取り組んで

いく必要がある。 

  

67.4%

3.0%

15.4%

4.3%

16.9%

53.0%

2.6%

9.6%

4.8%

34.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

生ごみの水切りを実施している(n=122)

自分の事業所で、資源化（堆肥化、飼料化や

エネルギー利用等）している(n=6)

業者に依頼して、資源化している(n=22)

その他(n=11)

特に何もしていない(n=80)

H24

H28
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問 16 貴事業所は、容器包装、使い捨て製品などごみの発生抑制、減量に対する具体的な取

組を行っていますか。〇はいくつでも。（N=46） 

 3.7 小売販売（デパート、スーパー、コンビニエンスストア、物販店舗） 

 

 

 

 

 

全体集計では、「特に何もしていない」が 23.9％で最も高く、次いで「レジでお客様に声かけ

するようになった」が 21.7％、「簡易包装に改めた」が 17.4％と続いている。 

事業所形態別に比較すると、「特に何もしていない」と回答した事業所は、「デパート、スーパ

ー」が 28.6％で最も高く、次いで「物販店舗」が 23.7％という結果になった。  

17.4%

10.9%

21.7%

2.2%

2.2%

13.0%

2.2%

2.2%

0.0%

2.2%

4.3%

2.2%

23.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

簡易包装に改めた(n=8)

包装材の軽量化を図った(n=5)

レジでお客様に声かけするようになった

(n=10)

レジ袋を辞退したお客様には値引きや

ポイントの付与を行うようになった(n=1)

レジ袋を有料化した(n=1)

消費期限が近づいてきた商品の値引き

販売を実施している(n=6)

量り売り、対面販売を充実させた(n=1)

詰め替え可能商品を積極的に販売する

ようになった(n=1)

紙媒体の広告を止め、または減らし、

WEB等で広告するようにした(n=0)

修理などのアフターサービスを充実させ

た(n=1)

下取りサービスを充実させた(n=2)

その他(n=1)

特に何もしていない(n=11)

23.9%

28.6%

0.0%

23.7%

23.8%

33.3%

22.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=46)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

５人未(n=21)

５～９人(n=12)

10～19人(n=9)

20～29人(n=1)

30～49人(n=1)

300人以上(n=1)

特に何もしていない

事
業
所
形
態

従
業
員
数

21.7%

42.9%

100.0%

15.8%

9.5%

25.0%

44.4%

0.0%

0.0%

100.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=46)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

５人未(n=21)

５～９人(n=12)

10～19人(n=9)

20～29人(n=1)

30～49人(n=1)

300人以上(n=1)

レジでお客様に声かけするようになった（「袋に入れます

か」「お箸はご入用ですか」など）

事
業
所
形
態

従
業
員
数

17.4%

28.6%

0.0%

15.8%

14.3%

25.0%

22.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=46)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

５人未(n=21)

５～９人(n=12)

10～19人(n=9)

20～29人(n=1)

30～49人(n=1)

300人以上(n=1)

簡易包装に改めた

事
業
所
形
態

従
業
員
数



177 

 

経年変化 

※平成 21年度調査では、「消費期限が近づいてきた商品の値引き販売を実施している」の選択

肢がない。 

 

 年度別に比較すると、「簡易包装に改めた」、「レジでお客様に声かけするようになった」と回答

した比率が低下している。 

  

30.1%

9.0%

45.9%

6.0%

1.5%

0.0%

2.3%

2.3%

6.0%

2.3%

2.3%

2.3%

25.6%

19.4%

5.8%

34.8%

3.2%

0.6%

11.6%

1.9%

1.3%

9.0%

3.2%

4.5%

2.6%

18.1%

17.4%

10.9%

21.7%

2.2%

2.2%

13.0%

2.2%

2.2%

0.0%

2.2%

4.3%

2.2%

23.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

簡易包装に改めた(n=8)

包装材の軽量化を図った(n=5)

レジでお客様に声かけするようになった

(n=10)

レジ袋を辞退したお客様には値引きや

ポイントの付与を行うようになった(n=1)

レジ袋を有料化した(n=1)

消費期限が近づいてきた商品の値引き

販売を実施している(n=6)

量り売り、対面販売を充実させた(n=1)

詰め替え可能商品を積極的に販売する

ようになった(n=1)

紙媒体の広告を止め、または減らし、

WEB等で広告するようにした(n=0)

修理などのアフターサービスを充実させ

た(n=1)

下取りサービスを充実させた(n=2)

その他(n=1)

特に何もしていない(n=11)

H21

H24

H28
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問 17 貴事業所は、ごみの発生抑制、減量に対する具体的な取組を行っていますか。〇はい

くつでも。（N=26） 

 3.8 飲食店、ホテル・旅館 

 

 

 

 

  

 全体集計では、「仕入れ量を調整している」が 34.6％で最も高く、次いで「食べ残しが出ない

ように、お客様の要望に応じて量を調整している」が 19.2％、「調理方法を工夫して、調理残さ

を極力減らしている」、「特に何もしていない」が同率で 15.4％と続いている。 

従業員数別に比較すると、「仕入れ量を調整している」と回答した事業所は、「20～29人」が

75.0％で最も高く、次いで「５人未」が 29.4％、「10～19人」が 25.0％と続いている。  

34.6%

19.2%

11.5%

15.4%

3.8%

11.5%

0.0%

0.0%

15.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

仕入れ量を調整している(n=9)

食べ残しが出ないように、お客様の要望

に応じて量を調整している(n=5)

希望するお客様に対して、料理の食べ

残しの持ち帰りサービスを行っている

(n=3)

調理方法を工夫して、調理残さを極力減

らしている(n=4)

使い捨てのカップや食器をやめた(n=1)

割り箸をやめた(n=3)

マイ箸の使用を呼びかけている(n=0)

その他(n=0)

特に何もしていない(n=4)

34.6%

36.0%

0.0%

29.4%

0.0%

25.0%

75.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体(n=26)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

５人未(n=17)

５～９人(n=1)

10～19人(n=4)

20～29人(n=4)

仕入れ量を調整している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

19.2%

20.0%

0.0%

17.6%

0.0%

25.0%

25.0%

0.0% 20.0% 40.0%

全体(n=26)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

５人未(n=17)

５～９人(n=1)

10～19人(n=4)

20～29人(n=4)

食べ残しが出ないように、お客様の要望に応じて量を調

整している

事
業
所
形
態

従
業
員
数

15.4%

16.0%

0.0%

5.9%

0.0%

50.0%

25.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体(n=26)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

５人未(n=17)

５～９人(n=1)

10～19人(n=4)

20～29人(n=4)

調理方法を工夫して、調理残さを極力減らしている

事
業
所
形
態

従
業
員
数
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経年変化 

※平成 21年度調査では「仕入れ量を調整している」の選択肢がない。 

 

 ごみの発生抑制、減量に対する具体的な取り組みについて年度別に比較すると、「希望するお

客様に対して、料理の食べ残しのお持ち帰りサービスを行っている」と回答した比率が大きく低

下している。  

0.0%

28.6%

39.7%

28.6%

12.7%

20.6%

4.8%

3.2%

20.6%

44.8%

31.3%

29.2%

30.2%

8.3%

16.7%

1.0%

3.1%

17.7%

34.6%

19.2%

11.5%

15.4%

3.8%

11.5%

0.0%

0.0%

15.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

仕入れ量を調整している(n=9)

食べ残しが出ないように、お客様の要望に応

じて量を調整している(n=5)

希望するお客様に対して、料理の食べ残しの

持ち帰りサービスを行っている(n=3)

調理方法を工夫して、調理残さを極力減らして

いる(n=4)

使い捨てのカップや食器をやめた(n=1)

割り箸をやめた(n=3)

マイ箸の使用を呼びかけている(n=0)

その他(n=0)

特に何もしていない(n=4)

H21

H24

H28
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 全体集計では、「知らなかった」が 69.2％で最も高く、次いで「知っているが、登録していな

い」が 11.5％、「知らなかったが、登録したい」が 3.8％と続いている。 

 事業所形態別、従業員数別に比較すると、全ての区分で「知らなかった」が最も高くなってお

り、食べきり協力店の周知が課題であると考えられる。 

 

  

  

0.0%

11.5%

3.8%

69.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

知っており、登録している(n=0)

知っているが、登録していない(n=3)

知らなかったが、登録したい(n=1)

知らなかった(n=18)

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

11.5%

12.0%

17.6%

3.8%

4.0%

5.9%

69.2%

68.0%

100.0%

64.7%

75.0%

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=26)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

５人未(n=17)

５～９人(n=1)

10～19人(n=4)

20～29人(n=4)

知っており、登録している 知っているが、登録していない

知らなかったが、登録したい 知らなかった

問 18 「食べ切り協力店」事業を知っていますか。〇はひとつ。(N=26) 
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■考察 事業活動により排出するごみについて 

 事業活動により排出されるごみの量は、年々変化が少なくなってきており、ごみ排出量が「増

えた」事業所は、わずか 5.7％にとどまった。ごみの排出量が減少した事業所の主な理由として

は、事業規模の縮小、従業員の減少が 62.6％で最も高い。一方で、事業規模の縮小、従業員の減

少による影響により、分別するためのコストや人員を配置できず、結果としてごみの減量・リサ

イクルに取り組むことが困難になる面もある。しかし、ごみの減量・リサイクルに取り組んでい

る事業所の 53.9％が、「分別によるコストの削減」を理由に取り組んでいる。以上のことから、合

理的な取組方法を広報することで、小規模の事業所でもごみの減量・リサイクルに取り組むこと

ができるのではないか。 

ごみの排出量を削減するためには、従業員の教育も実施するべきである。事業所で排出される

生ごみで最も多いのは、「従業員が飲食する弁当や茶葉等の残さ」が 48.8％であり、ごみの減量を

進めるために取り組むべきことでは、「従業員に対する教育を徹底する」が 36.0％最も高く、従業

員の教育の重要性は認識されている。社内でごみの減量・分別に関する意識を共有することがで

きれば、事業所から排出されるごみは減少するはずだと考えられる。 

 分別ルールに関しても、改めて周知を行うことが望ましい。ごみ処理上の問題点は、「特にない」

事業所が多数であるが、「家庭ごみと事業系ごみの分別基準が異なるため、分別しづらい」という

意見も挙げられた。 

ごみの分別方法が分からないときは、「ごみの収集運搬業者に聞く」事業所が多く、「独自で判

断している」事業所は、パンフレットの個別配布を望んでいる。横浜市が主体となって事業系ご

みの分別ルールを周知することで、事業系ごみの分別が徹底されるのではないか。 

 ごみの発生抑制につながる取組として、容器の簡易包装や、使い捨てになるものの提供をやめ

るなどの取組を行っている事業所は 30.4％であった。デパート、スーパー、コンビニエンススト

アなどの小売事業者では、「レジでお客様に声かけするようになった」、「簡易包装に改めた」など、

ごみの減量に取り組んでいる。包装に関しては、事業者の立場として、「過剰包装を好む顧客自身

の考え方を改めるべき」という意見と、顧客の立場として、「店の過剰包装を是正するべき」とい

う意見があった。双方ともに過剰包装については改善を求めているため、継続して議論していく

ことで、顧客に簡易包装が受け入れられることを期待したい。 

 飲食店、ホテル、旅館では、「仕入れ量を調整している」が 34.6％、「食べ残しが出ないように、

お客様の要望に応じて量を調整している」が 19.2％など、意欲的にごみ量の削減に取り組んでい

る。しかし、「食べきり協力店」を「知らなかった」事業所が 69.2％で、「知っているが、登録し

ていない」事業所は 11.5％であったため、その事業の周知だけでなく、協力店として登録するメ

リットも周知できれば、「食べきり協力店」の登録数も増加するのではないか。 
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 3.9 回答事業所の属性 

 

 

 

  

0.0%

0.0%

9.8%

7.6%

0.3%

0.8%

2.7%

17.3%

1.6%

4.3%

5.4%

17.6%

18.2%

0.0%

8.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

農業・林業・漁業(n=0)

鉱業・採石業・砂利採取業(n=0)

建設業(n=36)

製造業(n=28)

電気・ガス・熱供給業(n=1)

情報通信業(n=3)

運輸・郵便業(n=10)

卸売・小売業(n=64)

金融業・保険業(n=6)

不動産業・物品賃貸業(n=16)

宿泊業、飲食サービス業(n=20)

サービス業(n=65)

教育・学習支援業・医療・福祉(n=67)

公務(n=0)

その他(n=32)

32.0%

8.7%

6.8%

0.3%

1.9%

0.3%

10.3%

0.5%

3.8%

13.6%

2.4%

4.1%

9.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

オフィス(n=118)

工場(n=32)

飲食店(n=25)

ホテル・旅館(n=1)

デパート、スーパー(n=7)

コンビニエンスストア(n=1)

物販店舗(n=38)

映画館、劇場、娯楽施設等(n=2)

学校、学習施設(n=14)

病院・医療機関(n=50)

倉庫(n=9)

美容院・理容店(n=15)

その他(n=36)

Ｆ１ 貴事業所はどの産業に該当しますか。あてはまる分類をひとつ選んでください。

（n=369） 

Ｆ２ 貴事業所の形態は、次のどれにあてはまりますか。ひとつ選んでください。（n=369） 
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47.2%

19.2%

14.1%

6.2%

4.9%

0.8%

1.1%

0.3%

1.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

５人未(n=174)

５～９人(n=71)

10～19人(n=52)

20～29人(n=23)

30～49人(n=18)

50～99人(n=3)

100～199人(n=4)

200～299人(n=1)

300人以上(n=7)

9.8%

8.1%

6.5%

9.5%

4.3%

5.4%

4.9%

4.6%

3.8%

7.0%

8.1%

4.6%

5.1%

2.7%

5.4%

1.9%

2.7%

2.2%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0%

鶴見区(n=36)

神奈川区(n=30)

西区(n=24)

中区(n=35)

南区(n=16)

港南区(n=20)

保土ヶ谷区(n=18)

旭区(n=17)

磯子区(n=14)

金沢区(n=26)

港北区(n=30)

緑区(n=17)

青葉区(n=19)

都筑区(n=10)

戸塚区(n=20)

栄区(n=7)

泉区(n=10)

瀬谷区(n=8)

Ｆ３ 貴事業所の従業員は何人ですか。次の中からひとつ選んでください。(常用雇用者及び

長期のパート・アルバイト含む。)（このアンケートが送られた事業所の人数のみ。貴社

の他事業所を除く。）（n=369） 

Ｆ４ 貴事業所の所在地は、何区ですか。（n=369） 
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